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参考資料１－１

１ 仕事と介護の両立のあり方
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介護休業の取得回数の制限の有無及び取得可能回数別事業所割合

介護休
業の規
定なし

介護休業の規定あり

取得回数制限あり

取得回数
制限なし

不明
同一家族の同一要介護状態

について その他
１回 ２回 ３回以上

３４．１％
６５.１％
(１００％)

４７．３％
(７２．１％)

４２．６％
(６４．９％)

１．９％
(３．０％)

０．８％
(１．３％)

１．８％
(２．７％)

１７．６％
(２６．１％)

０．９％
(１．３％)

※括弧内は、介護休業の規定ありの事業所を１００％とした場合の割合

法定通り： ６４．９％ 法定を上回る： ２回以上：３０．４％ ３回以上：２７．４％

介護休業の取得回数の制限の有無及び取得可能回数別事業所割合

介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数

１回 ５９．８％

２回 ２４．９％

３回 ４．７％

４回 ３．０％

５回以上 ７．７％

８４．７％ ８９．４％ ９２．４％

（２回まで） （３回まで） （４回まで）

※介護のために１週間を超えて連続した期間、仕事を休んだ経験のある労働者を１００％とした場合の割合

（平成24年度「雇用均等基本調査」厚生労働省）

（平成27年「仕事と介護の
両立に関する調査」JILPT）

参考資料１－１－①
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要介護者の原因疾患について

○平成１０年国民生活基礎調査（厚生労働省）
における要介護者の主な原因別の構成割合

○平成２５年国民生活基礎調査（厚生労働省）
における要支援・要介護状態になった者の主
な原因別の構成割合

順位 原因疾患 構成割合

１位 脳血管疾患 ２９．３％

２位 高齢による衰弱 １２．１％

３位 骨折・転倒 １０．４％

４位
痴呆
（現：認知症）

１０．１％

５位 リウマチ・関節炎 ６．６％

順位 原因疾患 構成割合

１位 脳血管疾患 １８．５％

２位 認知症 １５．８％

３位 高齢による衰弱 １３．４％

４位 骨折・転倒 １１．８％

５位 関節疾患 １０．９％

参考資料１－１－②
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全介護期間 （平均）47.60ヶ月 （ｎ=700）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=293）

37.5％ 41.3％ 21.2％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（55.5％）
（n=110）

1週間以内の期間（47.1％）
（ｎ=121）

1週間以内の期間（69.4％）
（ｎ=62）

勤務時間の調整方法
（n=557)
（「勤務時間の調整は行わなかっ
た」を除いて多いもの）

・所定時間を短縮した（12.4％労
働）
・労働日数を削減した（9.2％）

・所定労働時間を短縮した（14％）
・労働日数を削減した（11.7％）

・この時期は働いていなかった
（15.4％）
・所定労働時間を短縮した（12.6％）

勤務時間を調整して得た時間で
行っていたこと

・病院の入退院、介護施設の入退
所の手続き・付き添い（45.1％）
（n=253)

・病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（48.6 ％）(n=218)

・病院の入退院、介護施設の入退
所の手続き・付き添い（39.2％）
（n=250）

介護休暇取得日数（n=203） 取得しなかった（36.9％） 3～5日程度（22.7％） 取得しなかった、3～5日程度
（21.7％）

介護休暇の取得理由 食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（41.4％）（ｎ=181）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（45.7％）
（ｎ=162）

食事のしたくや掃除、洗濯などの家
事、病院や通所サービスの送迎や
外出の付き添い（34.5％）（ｎ=197）

介護の為に取得した有給休暇取
得日数（n=332)

1～2日程度（28.9％） 3～5日程度（29.5％） 3～5日程度（26.8％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（51.9％）（ｎ
=335）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（49.2％）
（ｎ=301）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（41.3％）（ｎ
=344）

発病 在宅介護（平均） 33.99ヶ月（n=700） 施設介護

全体

• 介護休業取得日数（n=61） ・・・（平均）68.80日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=180） ・・・2回（34.4％）、3回（21.8％）
• 短時間勤務の利用期間（n=133） ・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内（34.6％）、3ヶ月を超えて6ヶ月以内（21.8％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

参考資料１－１－③

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※１０

※１１

※１２

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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※ ｎの説明 （全疾患共通）

※１ ７００＝介護開始時に雇用されていた者1666名のうち、期間を問わず主介護者の経験を有する者
（介護期間が6ヶ月未満の者含む）

※２ ２９３＝介護期間が6か月以上の主たる介護者のうち、「連続した休みが必要だった」と答えた者の数
※３ １１０＝連続した休みが必要だったと答えた者のうち、連続した休みが介護開始時に必要だったと答

えた者
※４ ５５７＝６か月以上介護をした人のうち、主介護者。「勤務時間の調整は行わなかった」を選択した

者も含まれる
※５ この時期に勤務時間調整を行った主たる介護者⇒時期ごとに人数が異なる
※６ ２０３＝ 6か月以上介護をした人のうち、介護休暇を取得したことのある主介護者
※７ この時期に介護休暇を取得した主たる介護者⇒時期ごとに人数が異なる
※８ ３３２＝ 6か月以上介護をした人のうち、介護のために有給休暇を取得したことのある主介護者
※９ この時期に有給休暇を取得した主たる介護者⇒時期ごとに人数が異なる
※１０ ６１＝介護休業制度を使って休んだことのある主介護者（介護期間が6ヶ月未満の人を含む）
※１１ １８０＝介護のために1週間以上休んだことのある者（介護期間が6ヶ月未満の人を含む）
※１２ １３３＝勤務時間の調整方法で、所定労働時間の短縮を利用した主介護者（介護期間が6ヶ月未満

の人を含む）

注釈
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全介護期間 （平均）69.14ヶ月 （ｎ=98）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=55）

52.7％ 36.3％ 10.9％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（48.3％）
（n=29）

1週間以内の期間（40％）
（ｎ=20）

1週間以内の期間（100％）
（ｎ=6）

勤務時間の調整方法
（n=86)
（「勤務時間の調整は行わなかっ
た」を除いて多いもの）

・所定労働時間を短縮した、労働
日数を削減した、残業時間を制限
した（15％）

・この時期は働いていなかった
（15.1％）
・所定労働時間を短縮した（14％）

・この時期は働いていなかった
（18.6％）
・労働日数を削減した（17.4％）

勤務時間を調整して得た時間で
行っていたこと

・食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（45.7％） （n=46）

・病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（54.3％）（n=35）

・サービス利用にかかわる調整・手
続き（51.3％） （ｎ=39）

介護休暇取得日数（n=33） 取得しなかった（30.3％） 3～5日程度（27.3％） 取得しなかった、3～5日程度
（21.2％）

介護休暇の取得理由 排泄や入浴等の身体介護、病院や
通所サービスの送迎や外出の付き
添い（45.2％）（ｎ＝31）

病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（53.6％）
（ｎ=28）

排泄や入浴等の身体介護、救急搬
送・緊急入院等の急変時の対応
（40.6％）（ｎ=32）

介護の為に取得した有給休暇
取得日数（n=58)

1～2日程度、3～5日程度
（27.6％）

・3～5日程度（27.6％）
・1～2日程度（20.7％）

・3～5日程度（27.6％）
・取得なし（20.7％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（54.1％）
（n=61）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（60.4％）
（n=53）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（52.8％）
（n=53）

発病 在宅介護（平均） 47.74ヶ月（n=98) 施設介護

脳血管障害

• 介護休業取得日数（n=12）・・・（平均）97.71日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=34）・・・2回（38.2％）、6回以上（32.4％）
• 短時間勤務の利用期間（n=23）・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内（47.8％）、3ヶ月を超えて6ヶ月以内（17.4％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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全介護期間 （平均）30.36ヶ月 （ｎ=140）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=54）

29.6％ 38.9％ 31.5％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（50％）
（n=16）

1週間以内の期間（42.9％）
（ｎ=21）

1週間以内の期間（52.9％）
（ｎ=17）

勤務時間の調整方法
（n=95)
（「勤務時間の調整は行わなかっ
た」を除いて多いもの）

・労働日数を削減した（10.5％）
・所定労働時間を短縮した、残業時
間を制限した（9.5％）

・労働日数を削減した（14.7％）
・この時期は働いていなかった
（13.7％）

・この時期は働いていなかった
（17.9％）
・所定労働時間を短縮した、労働日
数を削減した（10.5％）

勤務時間を調整して得た時間で
行っていたこと

・病院や通所サービスの送迎や外
出の付き添い（40.5％）（
ｎ=42）

・病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（50％）（ｎ=30）

・病院の入退院、介護施設の入退
所手続き・付き添い（38.1％）
（ｎ=42）

介護休暇取得日数（n=30） 取得しなかった（46.7％） 3～5日程度（26.7％） 1～2日程度（26.7％）

介護休暇の取得理由 食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（50％）（ｎ=26）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（52.2％）
（ｎ=23）

食事のしたくや掃除、洗濯などの家
事（45.7％）（ｎ=35）

介護の為に取得した有給休暇取
得日数（n=58)

取得しなかった（25.9％） 1～2日程度（24.1％） 3～5日程度（20.7％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（54.1％）（ｎ
=61）

病院の入退院、介護施設の入退所の手
続き・付き添い、病院や通所サービスの
送迎や外出の付き添い（52％）（ｎ=50）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（47.1 ％）
（n=68 )

発病 在宅介護（平均） 18.35ヶ月（n=140) 施設介護

悪性新生物（がん）

• 介護休業取得日数（n=11）・・・（平均）102.14日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=39）・・・2回、6回以上（25.6％）
• 短時間勤務の利用期間（n=22）・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内（31.8％）、1年を超えて3年以内（22.7％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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全介護期間 （平均）48.91ヶ月 （ｎ=131）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=55）

27.2％ 52.7％ 20％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（53.3％）
（n=15）

1週間以内の期間（51.7％）
（ｎ=29）

1週間以内の期間（81.8％）
（ｎ=11）

勤務時間の調整方法
（n=111)
（「勤務時間の調整は行わなかっ
た」を除いて多いもの）

・始業・就業時間の繰上げ・繰下げ
（12.6％）
・所定労働時間を短縮した（9.9％）

・所定労働時間を短縮した（14.4％）
・始業・就業時間の繰上げ・繰下げ
（13.5％）

・残業時間を制限した（12.6％）
・この時期は働いていなかった
（10.8％）

勤務時間を調整して得た時間
で行っていたこと

・病院の入退院、介護施設の入退
所の手続き・付き添い（46.5％）（ｎ
=43）

・病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（48.8％）（ｎ=43）

・病院の入退院、介護施設の入退
所手続き・付き添い（38.8％）（ｎ
=49）

介護休暇取得日数（n=42） ・取得しなかった（35.7％） ・3～5日程度（28.6％） ・取得しなかった（26.2％）

介護休暇の取得理由 介護に関する情報収集や相談等、
食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（45.7％）（ｎ=35）

介護に関する情報収集や相談等
（60.6％）（ｎ=33）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（51.4％）（ｎ
=35）

介護の為に取得した有給休暇
取得日数（n=62)

1～2日程度（35.5％） ・3～5日程度（27.4％）
・1～2日程度（25.8％）

・3～5日程度（29％）

有給休暇の取得理由 ・介護の関する情報収集や相談等
（51.7％）（ｎ=58）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（41.8％）
（ｎ=55）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（41.9％）（ｎ
=62）

発病 在宅介護（平均） 35.42ヶ月（n=131) 施設介護

認知症

• 介護休業取得日数（n=13）・・・（平均）67.04日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=32）・・・2回（37.5％）、6回以上（22.2％）
• 短時間勤務の利用期間（n=24）・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内（37.5％）、3ヶ月を超えて6ヶ月以内（29.2％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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全介護期間 （平均）49.94ヶ月 （ｎ=47）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=14）

64.2％ 28.6％ 7.1％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（44.4％）
（n=14）

1週間以内の期間（75％）
（ｎ=4）

2週間を超えて1ヶ月以内の期間
（100％） （ｎ=1）

勤務時間の調整方法
（n=38）
（「勤務時間の調整は行わなかった」
を除いて多いもの）

・フレックスタイム制を利用した
（10.5％）
・始業・終業時間の繰上げ・繰下げ
（7.9％）

・フレックスタイム制を利用した
（13.2％）
・この時期は働いていなかった
（10.5％）

・この時期は働いていなかった（21.1％）
・フレックスタイム制を利用した（10.5％）

勤務時間を調整して得た時間で行っ
ていたこと

・病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（64.3％） （ｎ=14）

・病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い、病院や通所サー
ビスの送迎や外出の付き添い
（54.5％）（ｎ=11）

・病院の入退院、介護施設の入退所の
手続き・付き添い（61.5％）
（ｎ=13）

介護休暇取得日数（n=11） 取得しなかった（45.5％） 取得しなかった、1～2日程度（27.3％） 取得しなかった（36.4％）

介護休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入所手続
き・付き添い（50％）（ｎ=10）

食事のしたくや掃除、洗濯などの家事、
病院や通所サービスの送迎や外出の
付き添い、救急搬送・救急入院等の急
変時の対応、関係機関からの呼び出
し（37.5％）（ｎ=8）

病院の入退院、介護施設の入退所の手
続き・付き添い、看取り（30％）（ｎ=10）

介護の為に取得した有給休暇取得
日数（n=28)

1～2日程度（39.3％） 3～5日程度（42.9％） 1～2日程度（42.9％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所の
手続き・付き添い（48％）
（ｎ=25）

病院の入退院、介護施設の入退所の
手続き・付き添い（40.7％）
（ｎ=27）

病院や通所サービスの送迎や外出の付
き添い、救急搬送・緊急入院等の急変時
の対応（29.6％）（ｎ=27）

発病 在宅介護（平均） 31.24ヶ月（n=47) 施設介護

骨折・転倒

• 介護休業取得日数（n=2）・・・（平均）45.50日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=5）・・・2回（33.3%）, 1回、6回以上（22.2％）
• 短時間勤務の利用期間（n=5）・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内（80％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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全介護期間 （平均）44.52ヶ月 （ｎ=29）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性（n=16） 43.8％ 43.8％ 12.5％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（57.1％）
（n=7）

1週間以内の期間（57.1％）
（ｎ=7）

1週間以内の期間（100％）
（ｎ=2）

勤務時間の調整方法
（n=24)
（「勤務時間の調整は行わなかった」を
除いて多いもの）

・所定労働時間を短縮した（29.2％）
・残業時間を制限した（20.8％）

・所定労働時間を短縮した（33.3％）
・残業時間を制限した（20.8％）

・所定労働時間を短縮した（29.2％）
・労働日数を削減した、始業・終業時
間の繰上げ・繰下げ（12.5％）

勤務時間を調整して得た時間で行って
いたこと

・病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（69.2％）
（n=13)

・病院の入退院、介護施設の入退所の
手続き・付き添（63.6％）
（n=11 ）

・病院の入退院、介護施設の入退所手
続き・付き添い（66.7％）
（n=12）

介護休暇取得日数（n=11） 取得しなかった（36.4％） 1～2日程度（36.4％） 1日未満、1日～2日程度、3～5日程度
（27.3％）

介護休暇の取得理由 食事のしたくや掃除、洗濯などの家
事（62.5％）（ｎ=8）

病院や通所サービスの送迎や外出の付
き添い（50％）（ｎ=10）

病院や通所サービスの送迎や外出の
付き添い（55.6％）（ｎ=9）

介護の為に取得した有給休暇取得日
数（n=17)

取得しなかった、1～2日程度
（29.4％）

・3～5日程度（35.3％）
・6～7日程度（29.4％）

・3～5日程度、8～10日程度（29.4％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（66.7％）
（ｎ=15）

病院の入退院、介護施設の入退所の手
続き・付き添い、病院や通所サービスの
送迎や付き添い、救急搬送・緊急入院
等急変時の対応（41.2％）（ｎ=17）

病院や通所サービスの送迎や付き添
い（56.3％）（ｎ=16）

発病 在宅介護（平均） 39.40ヶ月（n=29) 施設介護

障がい

• 介護休業取得日数（n=3）・・・（平均）68.83日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=9）・・・1回（44.4％）,2回、3回（22.2%）
• 短時間勤務の利用期間（n=11）・・・1ヶ月を超えて3ヶ月以内、6ヶ月を超えて1年以内（36.4％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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全介護期間 （平均）48.04ヶ月 （ｎ=255）

介護期間中
（最初と最後以外の期間）

介護終了時
（介護終了前最後の３ヶ月）

時期別連続した休みの必要性
（n=99）

34.3％ 40.4％ 25.3％

必要な休みの連続した期間 1週間以内の期間（67.6％）
（n=34）

1週間以内の期間（45％）
（ｎ=40）

1週間以内の期間（68％）
（ｎ=25）

勤務時間の調整方法
（n=203)
（「勤務時間の調整は行わなかっ
た」を除いて多いもの）

・所定労働時間を短縮した（13.8％）
・労働日数を削減した、フレックスタ
イム制を利用した（9.4％）

・所定労働時間を短縮した（15.3％）
・労働日数を削減した（11.8％）

・この時期は働いていなかった
（15.3％）
・所定労働時間を短縮した（13.3％）

勤務時間を調整して得た時間
で行っていたこと

・病院の入退院、介護施設の入退所
手続き・付き添い（43.2％）（ｎ=95）

・食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（47.7％） （ｎ=88）

・食事のしたくや掃除、洗濯などの
家事（41.1％） （ｎ=95）

介護休暇取得日数（n=76） 取得しなかった（35.5％） 1～2日程度（23.7％） 3～5日程度（26.3％）

介護休暇の取得理由 食事のしたくや掃除、洗濯などの家
事（40.8％）（ｎ=71）

病院の入退院、介護施設の入退
所の手続き・付き添い（41.7％）
（ｎ=60）

病院や通所サービスの送迎や外出
の付き添い（39.5％）
（ｎ=76）

介護の為に取得した有給休暇
取得日数（n=109)

1～2日程度（26.6％） 3～5日程度（32.1％） 3～5日程度（29.4％）

有給休暇の取得理由 病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（49.6％）（ｎ
=115）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（49.5％）（ｎ
=99）

病院の入退院、介護施設の入退所
の手続き・付き添い（38.1％）（ｎ
=118）

発病 在宅介護（平均） 36.64ヶ月（n=255) 施設介護

その他 ※

• 介護休業取得日数（n=20）・・・（平均）36.58日
• 介護のために１週間を超えて連続して休んだ回数（n=57）・・・2回（38.6％）、3回（21.1%）
• 短時間勤務の利用期間（n=48）・・・3ヶ月を超えて6ヶ月以内（25％）、1ヶ月を超えて3ヶ月以内（22.9％）

介護開始時
（最初の３ヶ月）

介護期間中
（最初と最後以外）

介護終了時
（最後の３ヶ月）

※心疾患（心臓病）、呼吸器疾患、関節疾患、パーキンソン病、糖尿病、視覚・味覚障害、脊髄損傷、高齢による衰弱、その他、わからない

仕事と介護の両立支援制度利用状況に関する介護原因疾患別まとめ
｢平成26年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査（三菱総合研究所）より作成
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介護休業・介護休暇・所定労働時間の短縮措置等の制度趣旨（現行）

○家族による介護がやむを得ない場合の緊急的対応措置であり、家族が介護に関する長期
的方針を決めることができるようになるまでの期間

○介護に関する長期的方針決定後の期間における仕事と介護の両立支援のため、以下のよ
うに労働者が仕事を休まざるを得ないような場合に対応するもの。
①主たる介護者は別にいるが、その主たる介護者が病気等になった場合に一時的に介護
をしなければならなくなった場合

②対象家族が通院等をする際の付き添い
③介護保険関係の手続等

○雇用の継続のために必要性が高い措置であると考えられることから義務を課したものであり、
家族による介護がやむを得ない場合の緊急的対応措置として、必要な期間、介護休業を何
らかの理由で取らない労働者に対し、就業しつつ家族の介護を容易にするための措置を講
ずる必要があるため

介護休業

介護休暇

所定労働時間の短縮措置等（選択的措置義務）

参考資料１－１－⑤
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介護休業と介護休暇の取得手続きの比較

介護休業 介護休暇

申出時期 ○原則２週間前までに申出 ○規定なし

申出事項

①申出の年月日
②労働者の氏名
③対象家族の氏名及び労働者との続柄

④対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場
合にあっては、労働者が当該対象家族と同居し、
かつ、扶養している事実
⑤対象家族が要介護状態にある事実

⑥休業を開始しようとする日及び休業を終了しよ
うとする日

⑦申出に係る対象家族についてのこれまでの介
護休業等日数

⑧一度休業した後に同一の対象家族の同一の
要介護状態につき再度の申出を行う場合、それ
が許される事情

※下線部は、介護休業のみの申出事項

①労働者の氏名
②対象家族の氏名及び労働者との続柄

③対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場
合にあっては、労働者が当該対象家族と同居し、
かつ、扶養している事実
④介護休暇を取得する年月日
⑤対象家族が要介護状態にある事実

申出形式

○申出事項を記載した介護休業申出書を事業主
に提出して行うこと
○ただし、事業主が適当と認める場合には、
ファックス又は電子メール等によることも可能

○口頭での申出も可能
○当日電話による申出も可能

参考資料１－１－⑥
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介護休業の分割できた場合の継続就業率

（平成27年「仕事と介護の両立に関する調査」JILPT）

介護休業の分割

継続 離転職

介護休業が３ヶ月超 ８２．２％ １７．８％

介護休業が３ヶ月まで ８０．０％ ２０．０％

継続 離転職

休業期間を分割できた ８７．７％ １２．３％

休業期間を分割できなかった ８１．５％ １８．５％

（参考）介護休業の延長

６.２%

２.２%

参考資料１－１－⑦
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介護のために休んだ日数及び介護休業規定の現状

２週間以内
２週間超
１か月以内

１か月超
３か月以内

３か月超
６か月以内

６ヵ月超
１年以内

１年超

１回の最長日数 75.0％ 10.2％ 9.1％ 1.1％ 2.3％ 2.2％

通算日数 64.8％ 13.6％ 17.0％ 1.1％ 1.1％ 1.1％

※介護開始時の勤務先・介護開始時正規雇用

１４.５%

（平成27年「仕事と介護の両立に関する調査」JILPT）

（平成24年度「雇用均等基本調査」厚生労働省）

介護のために１週間を超えて連続した期間仕事を休んだ日数

※括弧内は、制度あり＝100％とした時の割合

１９.５%

休業期間 介護休業
制度の規
定なし

介護休業制度の規定あり

期間の最長限度を定めている 期間の制
限はなく必
要日数取
得可能

通算して９３
日まで(法定
通り）

９３日を超
え

６か月未
満

６か月 ６か月を
超え１年
未満

１年 １年を
超える
期間

割合 ３４．１％ ５２．３％
（７９．８％）

０．５％
(０．８％)

２．４％
(３．７％)

０．９％
(１．３％)

６．５％
(９．９％)

０．７％
(１．１％)

２．３％
(３．５％)

※括弧内は「介護休業規定あり」を100％とした場合の割合最長介護休業期間別事業所割合

参考資料１－１－⑧
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介護のための勤務時間短縮等の措置の最長利用期間別事業所割合

制度あり

制度なし 不明

93日 93日超
1年未満 １年 １年超

割合
43.0％
（75.8％）

3.9%
（6.9％）

4.1%
（7.2％）

5.8%
（10.2％） 42.8% 0.5%

１７.４%

（平成24年度「雇用均等基本調査」厚生労働省）

介護のための勤務時間短縮等の措置の最長利用期間別事業所割合

※括弧内は、制度あり＝100％とした場合の割合

２４.３%

参考資料１－１－⑨

- 19-



短時間勤務制度･所定労働時間短縮･所定外免除の制度の
有無別の継続就業率

※勤務先の制度の有無にかかわらず、所定労働時間の短縮を行った者について比較所定労働時間の短縮

短時間勤務制度

継続 離転職

所定労働時間短縮あり ７８．８％ ２１．２％

所定労働時間短縮なし ７８．４％ ２１．６％

継続 離転職

短時間勤務制度あり ７８．１％ ２１．９％

短時間勤務制度なし ８７．０％ １３．０％

0.4%

所定外労働の免除制度

継続 離転職

所定外労働免除制度あり ９１．９％ ８．１％

所定外労働免除制度なし ７９．１％ ２０．９％
（平成27年「仕事と介護の両立に関する調査」JILPT）

12.8%

※介護短時間勤務については、介護休業とあわせて９３日の範囲内で義務化

参考資料１－１－⑩
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要介護状態 ９３日間 介護終了

仕事と介護の両立支援制度（現行制度）

介護休業

所定労働時間の短縮制度※

家族を介護する労働者に関して、介護休業制度又は所定労働時間の短縮等の措置に準じて、
その介護を必要とする時間、回数等に配慮した必要な措置を講ずる努力義務

：育介法上の制度

：育介法上の努力義務

フレックスタイム制

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

労働者が利用する介護サービス費用

の助成その他これに準じる制度

介護休暇
（対象家族１人につき年５日、２人以上の場合に１０日付与される）

時間外労働・深夜業の制限
○労働者の請求で、制限時間（１ヶ月２４時間、１年１５０時間）を超える労働を禁止
○時間外労働の制限は、１回につき１月以上１年以内の期間で、何回でも請求できる
○労働者の請求で、午後１０時から午前５時における労働を禁止
○深夜業の制限は、１回につき１月以上６月以内の期間で、何回でも請求できる

選択的措置義務（介護休業をしない期間）

※所定労働時間の短縮の制度とは以下のいずれかの
内容を含むものをいう。

○１日の所定労働時間を短縮する制度
○週又は月の所定労働時間の短縮する制度
○週又は月の所定労働日数を短縮する制度
○労働者が個々に勤務しない日又は時間を請求する
ことを認める制度

※育児で措置されている所定外労働の免除は、介護については措置されていない。

参考資料１－１－⑪
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常時介護を必要とする状態に関する判断基準

「常時介護を必要とする状態」とは、次のいずれかに該当するものとする。
1. 日常生活動作事項（第１表の事項欄の歩行、排泄、食事、入浴及び着脱衣の５項目をいう。）のうち、全部介助が１項目
以上及び一部介助が２項目以上あり、かつ、その状態が継続すると認められること。

2. 問題行動（第２表の行動欄の攻撃的行為、自傷行為、火の扱い、徘徊、不穏興奮、不潔行為及び失禁の７項目をいう。）
のうちいずれか１項目以上が重度又は中度に該当し、かつ、その状態が継続すると認められること。

態様
事項

１ 自分で可 ２ 一部介助 ３ 全部介助

イ 歩行 ・杖等を使用し、
かつ、時間がか
かっても自分で歩
ける

・付添いが手や肩を
貸せば歩ける

・歩行不可能

ロ 排泄 ・自分で昼夜とも
便所でできる

・自分で昼は便所、
夜は簡易便器を
使ってできる

・介助があれば簡易
便器でできる

・夜間はおむつを使
用している

・常時おむつを使
用している

ハ 食事 ・スプーン等を使
用すれば自分で
食事ができる

・スプーン等を使用
し、一部介助すれば
食事ができる

・臥床のままで食
べさせな

ければ食事がで
きない

ニ 入浴 ・自分で入浴でき、
洗える

・自分で入浴できる
が、洗うときだけ介
助を要する

・浴槽の出入りに介
助を要する

・自分でできない
ので全て介助しな
ければならない

・特殊浴槽を使っ
ている

・清拭を行ってい
る

ホ 着脱
衣

・自分で着脱がで
きる

・手を貸せば、着脱
できる

・自分でできない
ので全て介助しな
ければならない

第１表（日常生活動作）

程度
行動

重 度 中 度 軽 度

イ 攻撃的行為 ・人に暴力をふ
るう

・乱暴なふるまいを行
う

・攻撃的な言動を
吐く

ロ 自傷行為 ・自殺を図る ・自分の体を傷つける ・自分の衣服を裂
く、破く

ハ 火の扱い ・火を常にもて
あそぶ

・火の不始末が時々あ
る

・火の不始末をす
ることがある

ニ 徘徊 ・屋外をあても
なく歩きまわる

・家中をあてもなく歩き
まわる

・ときどき部屋内
でうろうろする

ホ 不穏興奮 ・いつも興奮し
ている

・しばしば興奮し騒ぎ
たてる

・ときには興奮し
騒ぎたてる

ヘ 不潔行為 ・糞尿をもてあ
そぶ

・場所をかまわず放
尿・排便をする

・衣服等を汚す

ﾄ 失禁 ・常に失禁する ・時々失禁する ・誘導すれば自分
でトイレに行く

第２表（問題行動）
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国家公務員の介護休暇における規定 

 

 

○一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第３３号） 

 

（介護休暇）  

第２０条  介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、

父母、子、配偶者の父母その他人事院規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により人事院規則で定める期間にわたり日常生活を

営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

 

○人事院規則１５―１４（職員の勤務時間、休日及び休暇） 

（平成６年人事院規則１５―１４） 

 

（介護休暇）  

第２３条 

２ 勤務時間法第二十条第一項の人事院規則で定める期間は、二週間以上の期間とする。  

 

 

○人事院ＨＰ「介護休暇とは」 

 

Ｑ５ 介護休暇にいう介護とは、どのようなものを指すものですか？ 

  Ａ  基本的には家族等が疾病等により療養中で正常な日常生活を営めない状態にある場合に、食事、入浴、着替え、排せつ等

の身の回りの世話を行うことです。 

参考資料１－１－⑭ 
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要介護状態について

○ 現在の要介護状態は、介護保険制度施行前に、「身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護
を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難なもの」（老人保健法第11条）が入所する特別養
護老人ホームの入所基準を参考に設定されたところであり、施設介護を行うか、在宅介護を行うか方針決
定を念頭に基準が設定されていた。

○ しかし、現状では介護開始時時点で、８４．３％の介護者が、要介護者の介護を在宅で行っている。

84.3%

70.9%

52.9%

15.7%

29.1%

47.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護開始から概ね３か月程度の期間

最初と最後以外の介護期間

介護終了までの概ね３か月程度の期間

在宅介護 施設介護

在宅介護・施設介護の割合（主たる介護者）

（平成26年度「仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査研究事業」三菱総研）
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要介護者と介護者の続柄の割合

配偶者の
父

配偶者の
母

配偶者 子ども
自分の
父

自分の
母

自分の
祖父

自分の
祖母

自分の
兄弟

自分の
姉妹

自分の
おじ

自分の
おば

5.2% 14.5% 2.3% 3.9% 20.6% 40.2% 2.4% 6.8% 0.8% 0.4% 0.3% 0.8%

86.7%
対象家族

（同居・扶養要件なし）

10.4% （※）

対象家族
（同居・扶養要件あり）

1.1%
対象家族でない

97.1%
対象家族

※「孫」を介護する割合は、調査票に項目がないため不明

〇自分や配偶者の父母、配偶者及び子を介護する割合は86.7%であり、祖父母及び兄弟姉妹
を介護する割合は10.4%である。

〇自分のおじ・おばを介護する割合は、1.1%である。
（平成27年「仕事と介護の両立に関する調査」JILPT）
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世帯構成の変化の状況

平成２年 平成25年
65歳以上の高齢者が

いる世帯
26.9% 44.7%

三世代世帯 39.5% 13.2%

65歳以上の者で
一人暮らし・夫婦のみ世帯

36.9% 56.2%

〇65歳以上の高齢者がいる世帯は、平成２年には31.1%だったが、平成25年には
44.7%にまで上昇している。一方、三世代世帯は39.5%から13.2%と、ほぼ３分の１と
なっている。

〇65歳以上の一人暮らしまたは夫婦のみ世帯の高齢者は、平成7年には42.0%だっ
たが、平成24年には53.6%に達しており、今後も増加が見込まれる。

（平成26年版高齢社会白書）

※夫婦のみ世帯：夫婦の両方または一方が65 歳以上の世帯
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介護休暇制度の対象としている家族の範囲

〇介護休暇制度について、対象家族の範囲について「制限がある」と回答した全事業所のうち、
祖父母・兄弟姉妹・孫を対象家族とする割合は、60%を超える。

〇介護休業制度の規定がある事業所では、祖父母・兄弟姉妹・孫を対象家族とする割合は、
70％を超える。

※岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果

対
象
に

制
限
あ
り

対象となる家族

配偶者 子ども
本人の
父母

配偶者
の父母

祖父母
兄弟
姉妹

孫 その他

全事業所
78.4%

(100%)
74.9%

(95.5%)
72.9%

(93.0%)
75.1%

(95.8%)
68.6%

(87.5%)
58.4%

(74.4%)
53.8%

(68.6%)
50.3%

(64.2%)
17.3%

(22.1%)

規定があ
る事業所

85.9%
(100%)

83.4%
(97.1%)

82.2%
(95.7%)

84.0%
(97.8%)

79.7%
(92.9%)

70.2%
(81.8%)

65.8%
(76.7%)

61.3%
(71.4%)

23.3%
(27.1%)

規定がな
い事業所

63.5%
(100%)

57.7%
(90.9%)

54.4%
(85.7%)

57.3%
(90.3%)

46.0%
(72.4%)

34.2%
(53.9%)

29.3%
(46.2%)

27.9%
(44.0%)

5.2%
(8.2%)

平成２３年度「雇用均等基本調査」厚生労働省
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- 33-



34.7%

57.3%

40.3%

2.4%

1.1%

40.5%

52.4%

40.5%

0.0%

2.4%

37.6%

55.4%

41.6%

1.0%

1.0%

31.0%

60.4%

38.5%

4.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80%

特に定めていない

子が1歳に達する日を超えて引き続き

雇用されることが見込まれている

子が1歳に達する日から1年を経過する

日までに労働契約期間が満了し､更新

されないことが明らかでない

その他

無回答

合計(n=377)

100人以下(n=84)

101人～300人以下(n=101)

301人以上(n=187)

14.6%

16.7%

16.8%

12.3%

80.6%

73.8%

81.2%

83.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=377)

100人以下(n=84)

101人～300人以下(n=101)

301人以上(n=187)

特に定めていない 6か月未満の勤続を要件としている

6か月～1年未満の勤続を要件としている 1年以上の勤務を要件としている

その他 無回答

68.9%

52.5%

70.1%

80.3%

27.1%

40.6%

25.7%

18.5%

4.0%

6.9%

4.2%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=547)

100人以下(n=160)

101人～300人以下(n=144)

301人以上(n=233)

設けている 設けていない 無回答

69.3%

55.0%

71.5%

78.1%

27.1%

38.7%

24.3%

20.6%

3.7%

6.3%

4.2%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=547)

100人以下(n=160)

101人～300人以下(n=144)

301人以上(n=233)

設けている 設けていない 無回答

（１）有期契約労働者の育児休業

有期契約労働者を対象とした産前産後休業規定及び育児休業規定を「設けている」割合はいずれも７割弱で、企業規模が大きいほど規定を

「設けている」傾向がみられる。

育児休業規定を設けている企業における、育児休業の取得要件については、勤続年数は「1年以上の勤務を要件としている」が80.6%、復帰
後の雇用継続の見込みは「子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれている」が57.3%、「子が1歳に達する日から1年
を経過するまでに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない」が40.3%である。

図表2-28 有期契約労働者を対象とした育児休業規定の有無図表2-27 有期契約労働者を対象とした産前産後休業規定の有無

（勤続年数に関する要件）
図表2-29 有期契約労働者の育児休業取得の要件

（復帰後の雇用継続の見込みに関する要件）
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6.9%

4.5%

7.1%

8.0%

21.3%

15.9%

19.6%

24.8%

37.0%

29.5%

39.3%

38.9%

30.1%

43.2%

32.1%

23.9%

4.6%

6.8%

1.8%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=216)

100人以下(n=44)

101人～300人以下(n=56)

301人以上(n=113)

実際は多くのｹｰｽで条件を緩和している 原則は要件どおりだが､緩和しているｹｰｽもある

条件を緩和することはない わからない

無回答

7.2%

2.9%

7.1%

9.7%

15.1%

8.8%

11.9%

19.4%

41.4%

38.2%

38.1%

44.4%

33.6%

41.2%

42.9%

25.0%

2.6%

8.8%

0.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=152)

100人以下(n=34)

101人～300人以下(n=42)

301人以上(n=72)

実際は多くのｹｰｽで条件を緩和している 原則は要件どおりだが､緩和しているｹｰｽもある

条件を緩和することはない わからない

無回答

（１）有期契約労働者の育児休業

有期契約労働者の育児休業の取得要件として、 「子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれている」又は、「子が1歳に
達する日から1年を経過するまでに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない」ことを定めている企業において、実際には条件
を緩和することがある割合は、それぞれ約2～3割である。
育児休業を開始した有期契約労働者の雇用契約の対応は、「従来と同じ期間で育休中も契約更新していくことが多い」（41.9%）が最も多い。

図表2-30 有期契約労働者の育児休業取得要件の緩和状況
（子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが
見込まれている）

（子が１歳に達する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明
らかでない）

図表2-31 育児休業を開始した有期契約労働者がいた場合の雇用契約の対応

41.9%

24.4%

47.2%

51.5%

7.7%

7.5%

6.9%

8.2%

10.1%

11.9%

7.6%

10.7%

31.3%

45.6%

28.5%

22.3%

6.8%

8.7%

8.3%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=547)

100人以下(n=160)

101人～300人以下(n=144)

301人以上(n=233)

従来と同じ期間で育休中も契約更新していくことが多い 休業期間に合わせて契約期間を設定することが多い

契約期間に合わせて休業期間を設定することが多い その他

わからない 無回答
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38.4%

13.0%

10.6%

3.1%

2.6%

1.8%

6.8%

35.3%

8.6%

31.9%

12.5%

13.1%

3.8%

3.1%

1.9%

9.4%

35.6%

9.4%

38.2%

10.4%

10.4%

3.5%

2.1%

2.1%

3.5%

37.5%

9.0%

43.3%

15.0%

9.0%

2.1%

2.6%

1.7%

6.9%

34.3%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

休業中に代替要員を確保することが難しい

育児休業等から復帰した有期契約労働者に対して､

仕事の確保が難しい

妊娠･出産中の雇用継続が難しい

産前産後休業を取得させることが難しい

育児休業の取得要件に

該当しているかどうか判断が難しい

育児休業の取得要件が厳しいため､

該当する人が少ない

その他

特にない

無回答

合計(n=547)

100人以下(n=160)

101人～300人以下(n=144)

301人以上(n=233)

（１）有期契約労働者の育児休業

有期契約労働者の妊娠･出産時の対応や､仕事と育児の両立において対応が困難と企業が感じていることは、「休業中に代替要員を確保す

ることが難しい」（38.4%）が最も多く、次いで「育児休業等から復帰した有期契約労働者に対して、仕事の確保が難しい」（13.0%）、「妊娠・出産
中の雇用継続が難しい」（10.6%）の順となっている。一方、「育児休業の取得要件に該当しているかどうか判断が難しい」（2.6%）、「育児休業
の取得要件が厳しいため、該当する人が少ない」（1.8%）はいずれも低い。
また、いずれの企業規模においても、「特にない」が35%程度あげられている。

図表2-32 有期契約労働者の妊娠･出産時の対応､仕事と育児の両立で対応が困難と感じていること
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3.6

5.7

9.2

37.6

7.8

6.2

24.6

25.6

31.1

20.9

34.5

21.0

44.4

52.1

25.4

10.6

6.2

7.6

2.1

0.9

3.6

4.7

0.7

0.3

3.3

2.8

3.5

4.0

0% 25% 50% 75% 100%

女性・正社員-育休・利用あり

(756)

女性・正社員-育休・利用なし

(211)

女性・非正社員-育休・利用あり

(142)

女性・非正社員-育休・利用なし

(348)

週２０時間未満 週２０時間以上

～週３０時間未満

週３０時間以上

～週４０時間未満

週４０時間以上

～週５０時間未満
週５０時間以上

～週６０時間未満

週６０時間以上 わからない・

覚えていない

育児休業を取得した有期契約労働者の特性

育児休業が取得できた非正社員は、「契約期間3年以上」「週30時間以上労働」が約6割、「契約更新3回以上」は4割弱である。
長期の契約実績があり、週あたり労働時間が長い場合に、育児休業を取得する割合が高まる。

図表3-22 育児休業取得有無別・妊娠時の契約期間

図表3-23 育児休業取得有無別・妊娠時の契約更新回数

図表3-24 育児休業取得有無別・妊娠時の週あたり労働時間

図表3-25 育児休業取得有無別・妊娠時の契約更新見込み

注）就業形態は末子妊娠時

17.6

54.0

26.1

12.1

19.0

8.9

8.5

3.2

9.9

3.2

19.0

18.7

0% 25% 50% 75% 100%

女性・非正社員-育休・利用

あり(142)

女性・非正社員-育休・利用

なし(348)

０回（契約更新の

機会はなかった）

１～２回 ３～５回 ６～９回 １０回以上 わからない・

覚えていない

5.6

15.2

5.6

6.6

73.2

54.9

14.8

21.8

0% 25% 50% 75% 100%

女性・非正社員-育休・利用

あり(142)

女性・非正社員-育休・利用

なし(348)

１年以内に契約が終了する見込みだった

１年を超えて契約は続く見込みだったが、数年以内に契約は終了する見込みだった

特に理由がない限り、希望すればその後も継続更新される見込みだった

わからない・覚えていない

2.5

10.4

7.0

28.7

13.0

20.9

33.8

33.6

15.6

19.4

24.6

17.2

37.6

29.4

23.2

12.1

29.0

17.5

7.7

5.2

1.1

0.5

1.4

0.3

1.3

1.9

2.1

2.9

0% 25% 50% 75% 100%

女性・正社員-育休・利用あり

(756)

女性・正社員-育休・利用なし(211)

女性・非正社員-育休・利用あり

(142)

女性・非正社員-育休・利用なし

(348)

１年未満 １年以上～

３年未満

３年以上～

５年未満

５年以上～

１０年未満

１０年以上～

２０年未満

２０年以上 わからない・

覚えていない

57.0% 62.7%

37.4%

参考資料１－２－④ 第10回研究会三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング提出資料

- 37-



46.5

26.8

28.2

31.0

11.3

16.2

2.1

16.2

2.1

19.7

36.6

4.2

4.2

0.0

0.0

6.3

4.9

5.2

6.6

2.9

4.0

2.6

3.2

0.3

2.6

8.6

2.3

0.9

0.9

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産前産後休業や育児休業制度に関する会社からの周知（説明

会、資料配布等）

人事担当者と、産前産後休業や育児休業の取得対象者との個

別面談

人事や上司からの産前産後休業や育児休業の取得を勧める

働きかけ

復帰後の雇用契約について説明を実施

同じ会社で出産・育児をしている人との情報交換、相談会

休業利用時の会社からのフォローについて説明

その他

職場の状況についての情報提供

社内イントラネット等へのアクセス許可

人事担当者や管理者から定期的な連絡

復帰にあたっての相談

今後のキャリアについての相談

休業中の職場訪問推進

在宅での職業能力向上のための講習等を実施

その他

女性・非正社員-育休・利用あり(142)

女性・非正社員-育休・利用なし(348)

会社の取組

育児休業を取得した女性・非正社員は会社から様々な働きかけを受けている。企業の取組は非正社員の育児休業取得を大きく後押しすると

考えられる。

図表3-26 育児休業の取得に関する会社からの働きかけ
女性非正社員 育休取得有無別

注）就業形態は末子妊娠時
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34.7%

57.3%

40.3%

2.4%

1.1%

40.5%

52.4%

40.5%

0.0%

2.4%

37.6%

55.4%

41.6%

1.0%

1.0%

31.0%

60.4%

38.5%

4.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80%

特に定めていない

子が1歳に達する日を超えて引き続き

雇用されることが見込まれている

子が1歳に達する日から1年を経過する

日までに労働契約期間が満了し､更新

されないことが明らかでない

その他

無回答

合計(n=377)

100人以下(n=84)

101人～300人以下(n=101)

301人以上(n=187)

第10回研究会三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング提出資料
p.22図表2-29 有期契約労働者の育児休業取得の要件
（復帰後の雇用継続の見込みに関する要件） ｎ

（出産者又は配偶者が出産した
者がいた企業数）

育児休業取得率
（％）

女性-正社員 106 95.2

女性-有期契約労働者 45 90.1

男性-正社員 107 4.0

男性-有期契約労働者 20 0.0

■就業規則に有期雇用契約労働者の育児休業規定を設けている企業のうち、
復帰後の雇用継続の見込みに関する要件を「特に定めていない」企業

■全体

ｎ

（出産者又は配偶者が出産した

者がいた企業数）

育児休業取得率
（％）

女性-正社員 459 93.1

女性-有期契約労働者 168 88.5

男性-正社員 477 2.9

男性-有期契約労働者 75 4.7

※注1：育児休業取得率は、平成24年10月1日から平成25年9月30日までの1年間に出産した者、又は配偶者が出産した者がいた者のうち、
平成26年10月1日までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の割合により算出している。

出産者のうち、平成26年10月1日までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の数
育児休業取得率 ＝

平成24年10月1日～平成25年9月30日までの1年間に出産した者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

※注2：数値は、企業単位の育児休業取得率の平均値である。

○有期契約労働者（女性）全体の育児休業取得率は88.5%であり、就業規則に有期雇用契約労働者の育児休業規定
を設けている企業のうち、復帰後の雇用継続の見込みに関する要件を「特に定めていない」企業の育児休業取得率
は90.1%である。

復帰後の雇用継続の見込みに関する要件を
「特に定めていない」企業の育児休業取得率
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 アルバイト   
  

 
・勤続約３年。倉庫の梱包作業に従事。 
・契約期間は２ヶ月。 
 現在の契約は 2014 年 4 月 1 日～2014 年 5 月 31 日。 
・出産予定日は 2014 年 11 月。 
・契約書には「契約を更新する場合がある」に○がついている。 
 更新手続きは形式的で、契約期間前に書面が送られてくることはほとんどなかった。 
・妊娠を報告し、産休・育休の取得を希望したところ「アルバイトは産休・育休は無理

ではないか。」と言われ、はっきりした回答がもらえない。 
・産休・育休を取得したい。 
 

 
 
 

・Ａについては、２ヶ月更新のアルバイトとして雇用。 
・勤務状況もよく、業務量が減った場合でも更新しており、今後も引き続き契約する

予定であった。 
・Ａから妊娠の報告と産休・育休の希望があると言われたが、契約期間が２ヶ月であ

るし、これまで前例もないため育休の取得要件を満たすかどうか分からず、「無理で

はないか。」と回答した。 
 

 
 
◆ 労働局長による援助 
  Ａの契約の更新状況からは、２ヶ月契約ではあるが、更新手続きは形式的になっており、

また今後も引き続き契約を更新する意向があることから、育休を取得できる期間雇用者の

要件を満たすため、産休・育休を取得させるよう助言した。 
 

 

◆ 結果 
  Ａは産休・育休を取得できることとなった。 
 
 
 
 
 

◆ 事業主からの事情聴取 

◆ 女性労働者Ａの状況、申立内容 
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 契約社員   
  

 
・勤続約２年。業務委託先に出向し、業務に従事。 
・出向元との契約期間は当初６ヶ月で、その後１年となった。 
 現在の契約は 2014 年 4 月 1 日～2015 年 3 月 31 日。 
・出産予定日は 2014 年 9 月。 
・育休取得について会社と話し合いをしてきたが、「業務委託先との契約が継続するか

どうかが不明なので、育休を取得することはできない。」との説明で納得ができない。 
・育休を取得したい。 
 

 
 
 

・Ｂには業務委託契約が継続するなら更新の可能性はあると伝えている。 
・しかし、現在の業務委託契約は 2015 年 3 月 31 日までであり、それ以降も継続する

かどうかは、現時点では不明であることから、「１歳以降の雇用見込み」は分からな

いと考え、要件を満たさないと説明した。 
 

 
 
◆ 労働局長による援助 
  Ｂについては、口頭で契約更新の可能性が明示されており、申出時点での契約と同じ長

さでもう一度契約が更新されたならば、その更新後の労働契約期間の末日が子の１歳の誕

生日以降となるため、「子の１歳の誕生日以降も引き続き雇用されることが見込まれる」

という要件を満たすため、育休を取得させるよう助言した。 
 

 

◆ 結果 
  Ｂは育休を取得できることとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 事業主からの事情聴取 

◆ 女性労働者Ｂの状況、申立内容 
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 パート   
  

 
・勤続１８年。販売業務に従事。 
・契約期間は３ヶ月。 
 現在の契約は 2014 年 1 月 1 日～2014 年 3 月 31 日。 
・出産予定日は 2014 年 6 月。 
・契約書には「契約を更新する場合がありうる」と記載されている。 
・妊娠を報告し、産休・育休の取得を希望したところ「パートは育休を取得できないと

会議で決まったため、産休後は復帰してもらわなければならない。」と言われた。 
・規定にはパートは育休できないとは書かれていなかったため、取得できるのではない

かと尋ねたが「例外を作ることはできない。」と拒否された。 
・育休を取得したい。 
 

 
 
 

・当社のパートは勤続年数が長い者も多く、Ｃもその一人である。 
・パートの契約更新の手続きは、特段問題のない者については上司が口頭で意思確認

した上で書面を作成しており、厳密に面談等を行って更新の可否を判断してはいな

い。 
・ただパートは雇用期間が３ヶ月であるため、産休は取得できるが、育休は取得させ

ない方針とした。 
 

 
 
◆ 労働局長による援助 
  Ｃは書面で契約更新の可能性が明示されているが、申出時点での契約と同じ長さでもう

一度契約が更新されたとしても、その更新後の労働契約期間の末日が子の１歳の誕生日以

前となるため、一義的には要件を満たさない。 
しかし、更新を繰り返して長期継続雇用されているパートも多くおり、特段勤務態度に

問題がなければ雇止めがなく、Ｃ本人も相当の回数契約更新し長期継続雇用されている実

態から、育休を取得できる期間雇用者の要件を満たすため、育休を取得させるよう助言し

た。 
 

 

◆ 結果 
  Ｃは育休を取得できることとなった。 

◆ 事業主からの事情聴取 

◆ 女性労働者Ｃの状況、申立内容 
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 契約社員   
  

 
・勤続３年目。受付業務に従事。 
・契約期間は６ヶ月。 
 現在の契約は 2014 年 4 月 1 日～2014 年 9 月 30 日。 
・2014 年 5 月頃、妊娠を報告し、産休・育休の取得を申出たところ、法律に照らして

要件を満たさないので育休は取得できないとの回答があった。 
・産休に引き続き育休を取得したい。 
 

 
 
 

・ 契約社員の雇用期間は通算５年までという上限を設けている。 
・Ｄの場合、現在３年弱であるが、今後どこまで契約更新するか未確定なので、「子の 
２歳の誕生日の前々日まで労働契約の期間が満了し、かつ契約更新されないことが明

らかでないこと」の要件は満たさないと判断した。  
 

 
 
◆ 労働局長による援助 

今後どこまで契約更新するか未確定ということは、子の２歳の誕生日の前々日まで労働

契約の期間が満了し、かつ契約更新されないことが確定していないということであり、要

件を満たすことになるため、契約を更新した上で、育休を取得させるよう助言した。 
 
 
◆ 結果 
  Ｄは産休に引き続き育休を取得できることとなった。 
 

◆ 事業主からの事情聴取 

◆ 女性労働者Ｄの状況、申立内容 
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育児休業、又はそれに準ずる措置

妊娠
判明

産前
６週間

出産
（予定）日

産後
８週間

１歳 １歳６ヶ
月

３歳 就学

所定労働時間の短縮措置等
・【原則】短時間勤務制度（１日の所定労働時間が６時間以下）
〈短時間勤務制度を講じることが困難と認められる場合の措置〉
・育児休業に関する制度に準じる措置
・フレックスタイムの制度
・始業又は終業時間を繰り上げ、繰り下げる制度（時差出勤）
・保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

所定外労働の制限
・労働者の請求で、所定労働時間を超える労働を禁止
・１回につき、１月以上１年以内の期間で、何回も請求できる

時間外労働・深夜業の制限
・労働者の請求で、制限時間（１ヶ月２４時間、１年１５０時間）を超える労働を禁止
・時間外労働の制限は、１回につき１月以上１年以内の期間で、何回でも請求できる
・労働者の請求で、午後１０時から午前５時における労働を禁止
・深夜業の制限は、１回につき１月以上６月以内の期間で、何回でも請求できる

子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得できる
・子供１人の場合年に５日、２人以上の場合年に１０日が付与される

妊娠・出産・育児期の両立支援制度

軽易業務への転換

産前休業

坑内業務・危険有害業務の就業制限坑内業務・危険有害業務就業制限

妊産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

妊産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

男性は子の出生後か
ら育休取得可

始業時刻の変更等、又はそれに準ずる措置

所定労働時間の
短縮、又はそれに
準ずる措置

所定外労働の制
限、又はそれに準
ずる措置

：労基法上の制度

：育介法上の制度

：育介法上の努力義務

育児時間
（１日２回 各３０分以上）

産後休業

育児休業
（１歳６ヶ月まで延長可）

第10回研究会提出資料参考資料１－２－⑧
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5.4

71.7

22.8

12.6

6.0

7.4

26.2

3.4

5.3

17.5

7.0

25.9

20.2

3.6

17.4

18.2

8.3

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員(1478)

女性・正社員(1055)

女性・非正社員(622)

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

育児休業の取得率、取得期間

育児休業の取得率は、男性・正社員で5.4％、女性・正社員で71.7%、女性・非正社員で22.8%。女性は就業形態により大きな差がある。非正
社員は55.9%が育児休業を利用しなかったと回答したが、うち33.3％は利用希望があったにもかかわらず利用できていない。
産前産後休業を取った人のうち育児休業を取得した割合は、女性・正社員の場合93％（71.7÷77.1）、女性・非正社員の場合83％
（22.8÷27.5）であった。産前産後休業を取ることができれば、非正社員も8割強が育児休業を取得できている。
育児休業取得者あたりの休業取得期間は、男性が102日、女性・正社員が326日、女性・非正社員が293日である。女性・非正社員は、女性・
正社員と比べて取得率は大幅に低いが、取得できれば正社員に近い期間を休むことができている。

図表3-11 育児休業制度の取得状況

制度あり

制度なし

図表3-12 育児休業制度
取得者あたり取得日数

注）就業形態は末子妊娠時

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合

30.0%

33.3%

13.0%

※育児を目的とした休業に関して、合計で男性900日以上、女性1,500日以
上を記入したサンプルは、記入間違いまたは特別な事情がある可能性
が高いと判断し、取得日数「不明」として集計から除外。

102

326

293

0 100 200 300 400

男性・正社員

(79)

女性・正社員

(747)

女性・非正社員

(141)

（日）

55.9%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

妻正社員 全体(411)

妻所定外労働の免除

(17)

妻短時間勤務制度

(110)

妻現在いずれも利用な

し(284)

制度を利用した
制度を利用しなかったが、利用したかった
制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった
制度を利用したかった
制度を利用したいと思わなかった
わからない

5.4

8.8

3.8

4.4

12.6

16.1

11.5

11.2

26.2

25.8

22.1

28.4

17.5

17.0

19.2

16.6

20.2

17.3

22.1

21.5

18.2

15.1

21.2

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 全体(1478)

妻正社員(411)

妻非正社員(312)

妻無業(687)

制度を利用した
制度を利用しなかったが、利用したかった
制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった
制度を利用したかった
制度を利用したいと思わなかった
わからない

男性正社員の、妻の就労形態および両立支援制度利用別 育児休業の取得

図表3-33 妻の就労形態別 男性の育児休業取得状況

注）就業形態は末子妊娠時
注）両立支援制度は現在の利用

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合

30.0%

33.1%

30.8%

27.8%

図表3-34 正社員妻の両立支援制度利用別
男性の育児休業取得状況

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合

33.1%

35.3%

29.1%

34.5%

※1 末子妊娠時に「自身が正社員」かつ「妻が正社員」の男性に絞って集計。
※2 妻が所定外労働の免除を利用している層はサンプルが少ないため参考値。

制度あり

制度なし

制度あり

制度なし

※2

妻が正社員の男性で育児休業を取得したのは8.8%である。妻が非正社員や無業の場合の取得率は5%未満で低いが「利用希望だが利用で
きていない」割合は3割程度いる
妻が両立支援制度を利用しているほうが、男性の育児休業取得率は高い傾向がみられる
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子育ての孤立感

出典：財団法人こども未来財団「平成18年度 子育てに関する意識調査報告書」

○共働きの母親よりも、専業主婦の母親のほうが、子育てに関する孤立感を感じることがよくある。
○孤立感を解消するためには、「育児から解放されて気分転換する時間」、「話せる相手」、
「相談できる相手」に次いで、「パートナーの子育ての関わり」が求められている。
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3.9

4.7

5.4

10.2

15.3

17.2

22.0

25.1

29.4

29.7

30.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

その他

配偶者や家族から反対があったから

保育所等に預けることができた

仕事にやりがいを感じていた

復職時に、仕事の変化に対応できるか不安だっ

た

休業前と同じ仕事への復職が困難と思った

今後のキャリア形成に悪影響があると思った

男性の制度利用に会社・職場の理解がない

制度がなかった、又は対象外だった

収入が減り、経済的に苦しくなると思った

職場や同僚に迷惑をかけると思った

配偶者等、自分以外に育児をする人がいた

業務が繁忙であった

職場が制度を取得しにくい雰囲気だった

末子妊娠時・男性（正社員）

ｎ＝2086
末子妊娠時・女性（正社員）

ｎ＝194
末子妊娠時・女性（非正社員）

ｎ＝250

育児休業を取得しなかった理由

（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「平成２３年度育児休業制度等に関する実態把握のための調査研究事業報告書」
（厚生労働省委託調査）

（％）

参考資料１－２－⑫ 第10回研究会提出資料

- 48-



8週内
8週-
1歳2月

1歳2月超 不明 計

育児休業制度（産後連続取得） 6.9 2.4 0.4 2.3 11.3

育児休業制度（再取得） 2.5 1.6 0.3 1.8 5.9

年次有給休暇制度 63.5 17.8 9.2 12.3 81.4

失効年次有給休暇を利用 2.8 1.3 0.7 1.1 4.6

配偶者出産休暇制度 34.3 2.4 0.3 5.8 41.8

その他の休暇・休業制度 1.3 0.1 0.1 0.3 1.6

計 80.7 20.5 9.8 16.9 100.0

47.6 52.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（1478）

育児を目的とした休業を取得 取得なし

男性の育児を目的とした休業の取得
注）就業形態は末子妊娠時

図表3-38 男性・出産後8週間以内 育児休業取得者の
育児休業再取得割合 及び利用希望

32.4 17.6 11.8 11.8 8.8 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 8週以内に

育休取得(34)

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合

29.4%

図表3-37 男性・育児を目的とした休業取得者の取得休業種類・取得時期

※取得休業種類と休業時期は、それぞれ複数選択で取得しているため、各項目の合算値は100と
ならない。
※育児を目的とした休業に関して、合計で男性900日以上、女性1,500日以上を記入したサンプル
は、記入間違いまたは特別な事情がある可能性があると判断し、取得日数「不明」として集計から
除外。

(%)

ｎ=703

※出産後8週以内に育児休業について「制度あり・制度を利用した」
と回答した男性サンプルで集計。

図表3-36 男性・育児を目的とした休業取得者の取得割合

制度あり

制度なし
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育児を目的とした休業取得者の取得休業種類・取得時期別に見ると、育児休業制度（産後
連続取得）を利用して休業を取得した男性は子の出生８週以内で6.9％、８週－１歳２月で
2.4％、１歳２月超で0.4％となっている。育児休業を再取得した男性は子の出生８週以内で
2.5％、８週－１歳２月で1.6％、１歳２月超で0.3％である。

男性で育児を目的に何らかの休業を取得した人（ｎ=703）のうち、8割は出産後8週以内に休暇を取得している。
8週以内に育児休業（産後連続）を取得したのは6.9%である。
8週以内に育児休業者のうち、再度取得をしたのは32.4％、利用を希望していたが利用できなかった割合は29.4%であった。
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